
（単位：円）

１

(1)

ア

イ 4,454,093,756

2,861,216,260 1,592,877,496

ウ 90,611,853

41,072,070 49,539,783

エ 1,531,825,233

342,541,748 1,189,283,485

(2)

ア 2,466,087,562

366,847,210 2,099,240,352

2,099,240,352

(3)

ア 211,017,460

イ 519,254,540 730,272,000

730,272,000

(4)

ア 3,930,712,126

イ 50,000,000

ウ 7,286,895,628

11,267,607,754

固 定 資 産 合 計 44,695,084,146

投 資 合 計

減 価 償 却 累 計 額

事業外固定資産合計

固定資産仮勘定

建 設 仮 勘 定

建 設 準 備 勘 定

固定資産仮勘定合計

投 資

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

固 定 資 産

平成２３年度群馬県電気事業貸借対照表
（平成２４年３月３１日）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

資 産 の 部

電気事業固定資産合計

事業外固定資産

電気事業固定資産

水 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

汽 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

風 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

事業外固定資産

71,499,270,874

43,733,007,598 27,766,263,276

30,597,964,040



２

(1)

(2) 619,628,409

(3) 23,108,364

３

(1)

ア 1,362,766,496

イ 1,004,686,710

ウ 247,737,109

エ 7,893,900

オ 436,706,000 3,059,790,215

3,059,790,215

４

(1) 470,985,082

(2) 891,704,258

(3) 13,196,349

1,375,885,689

4,435,675,904負 債 合 計

退職給与引当金

修繕準備引当金（水力）

修繕準備引当金（汽力）

修繕準備引当金（風力）

渇水準備引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

23,326,882,788

23,969,619,561

68,664,703,707



５

(1)

(2)

ア 3,241,168,732 3,241,168,732

６

(1)

ア 340,876,093

イ 3,510,784,890

ウ 195,200,500

エ 1,000,000

4,047,861,483

(2)

ア 1,341,544,789

イ 610,000,000

ウ 1,961,178,581

エ 163,450,000

オ 135,870,000

カ 626,590,988

4,838,634,358

8,886,495,841剰 余 金 合 計

工 事 費 負 担 金

雑 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建設改良積立金

中小水力発電開発改良積立金

別 途 積 立 金

特別修繕積立金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

64,229,027,803

68,664,703,707

52,101,363,230

55,342,531,962

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

企 業 債

資 本 金 合 計



　　　　引当はありません。

　　　　取り崩しはありません。

　４　渇水準備引当金について

注１　固定資産の減価償却方法

 　   　定額法によっています。なお、地方公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成２４年１月２７日総務省令第６号）附則第２条
　　　第１項の規定により、改正前の同法施行規則第８条第４項及び第９条第３項(補助金等充当固定資産の減価償却方法の特例)を適用してい
　　　ます。

　２　退職給与引当金について

　　　　引当額　　　　117,999,754円

　　　　取り崩しはありません。

　３　修繕準備引当金について

　　　　引当額　　　　483,271,571円

　　　　取り崩し額　1,037,035,000円


